
18.4.1現住人口 ７，５３３人

[資産の部] [負債の部]

１．有形固定資産 １．固定負債
（１）総務費 249,150 （１）地方債 5,221,028

（２）民生費 299,285 （２）債務負担行為 0
　＊物件の引渡しを受けたものに対する支払予定額など

（３）衛生費 64,672 （３）退職給与引当金 780,427

（４）労働費 13,334
固定負債合計 6,001,455

（５）農林水産業費 5,483,518

（６）商工費 111,575 ２．流動負債
（１）翌年度償還予定額 426,646

（７）土木費 5,927,488
（２）翌年度繰上充用金 0

（８）消防費 214,944

（９）教育費 6,009,515 流動負債合計 426,646

（１０）その他 14,215

　有形固定資産合計 18,387,696 6,428,101
　（うち土地） （2,018,031）

２．投資等
（１）投資及び出資金 188,572

[正味資産の部]
（２）貸付金 0

１．国庫支出金 1,463,831
（３）基金等 411,829

２．県支出金 1,940,635
　投資等合計 600,401

３．一般財源等 9,878,808

３．流動資産
（１）現金・預金 620,501 13,283,274

（２）未収金 102,777

　流動資産合計 723,278

19,711,375 19,711,375

　＊国からの補助金等により有形固定資産として形成された額

　＊村税等により有形固定資産として形成された額

　＊県中水企業団・こぶしの里への出資金など

　＊農道、林道、農村公園など

　＊サンヒルズなど

　＊道路、村営住宅など

　＊消防施設など

　

（どのような資産を保有しているかを示しています）

借　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方
（資金をどのように集めたかを示しています）

　＊小中学校、文化体育館など

　＊役場・北庁舎など

　＊保健センターなど

　＊体育センター（旧勤体）など

　＊保育所・児童館など

　＊年度末に職員全員が退職した場合の退職金要支給額

　＊村債残高のうち翌年度償還予定額

　＊翌年度の歳入を前受けして、当期の支払いに充てたもの

平成17年度玉川村のバランスシート　　　　　　　　　　　（平成18年3月31日現在）
（単位：千円）

資　　産　　合　　計

負　債　合　計

正 味 資 産 合 計

負債・正味資産合計

　＊財政調整基金、減債基金など

　＊村税、使用料など

　＊県からの補助金等により有形固定資産として形成された額
　＊特定目的・土地開発基金、退職手当組合負担金など

　＊村債残高のうち翌年度償還予定額を除いたもの

　　　  　●バランスシートとは●
　

  玉川村では、村の財政状況を企業会計的手
法を取り入れて、村民に分かりやすくお知らせ
するために平成17年度普通会計決算を対象
とした総務省方式によるバランスシートを作成
しました。

　村の通常の決算では、現金、財産、地方債
の各項目を個別に計算し示していますが、バ
ランスシートでは、現金の収支のみならず、一
定時点において、村の所有している資産がど
のくらいあり、その資産を形成するために要し
た負債などを対比しながら、一体表として表示
しています。

　自治体のバランスシートは、民間企業のバラ
ンスシートとは異なり、資本の概念がありませ
ん。民間企業でいう「資本」は、自治体では
「正味資産」と表現し、今までの世代が負担し
た金額として捉えています。

　よって、村のバランスシートは、年度末にお
ける村の・資産（村の財産）・負債（将来の世代
の負担）その差額である・正味資産（いままで
の世代による負担）から構成されています。
　

　【有形固定資産】
　土地、建物など行政サービスを提供するために
使用される資産です。
　村民一人当たり244万円になります。

　【投資等】
　公営企業や外郭団体等への出資金、特定の目的
のために積み立てられた基金の残高です。
　村民一人当たり6万円になります。

　【流動資産】
　流動性の高い財政調整基金、減債基金や、村税
等の未収金の金額です。
　村民一人当たり9万6千円になります。

　【資産】
　行政サービスを提供するために必要とされる経営
資源です。
　村民一人当たり259万7千円になります。

　　　　         ●バランスシートの活用●

　バランスシートを作成することにより、税金の投
入等により整備された資産の構成や、将来返済
しなければならない負債と返済を要しない正味
資産等の比率等の、年度末という一定時点に
おける財政状況の把握が可能になります。

　また、県内のその他の町村との住民一人当た
りでの比較や、類似団体と比較することによっ
て、財産がどのくらいあって、今までどのような
分野に力を入れてきたのか、これからの負担は
どのくらいあるのか分析できます。

　
【固定負債】
　翌年度以降も残る負債で、村民の負担として将来
返済を要するものです。
　村民一人当たり79万7千円になります。

　【流動負債】
　翌年度中に支払いが予定されている負債です。
　村民一人当たり5万7千円になります。

　
【負　　債】
　資産を形成するための資金で将来返済を要し、後
世代の負担となるものです。
　村民一人当たり85万3千円になります。

　【正味資産】
　資産と負債の差額であり、これまでの世代によって
負担され、将来返済を要しないものです。
　村民一人当たり174万4千円になります。

　※債務負担行為に係る補償等
　
　①物件の購入等に係るもの
　　　　　　　　　　　　　　　          　　2,044,305千円
　②債務保証及び損失補償に係るもの
　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　0千円
　③利子補給等に係るもの
　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　43,110千円



総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費
農林水産業

費
商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金

不納欠損額
等

(1) 人件費 614,772 24.0% 66,505 236,594 92,301 46,337 0 27,966 1,687 39,672 13,201 90,509 　 　 0

(2) 退職給与引当金繰入等 119,465 4.7% 12,902 46,114 17,920 8,960 0 5,376 358 7,646 2,628 17,561 　 　 0

(1) 物件費 349,672 13.6% 3,340 84,812 38,762 33,223 0 9,634 2,524 17,686 6,680 153,011 - - -

(2) 維持補修費 32,249 1.3% 0 2,748 70 0 0 1,096 0 20,925 0 7,410 - - -

(3) 減価償却費 207,877 8.1% 0 9,601 -26,001 5,093 1,244 153,945 5,151 -70,547 -7,774 137,165 - - -

(1) 扶助費 153,498 6.0% 150,822 106 2,570

(2) 補助費等 510,139 19.9% 674 27,822 31,546 234,639 911 60,171 10,246 1,510 128,110 14,510 0 0

(3) 繰出金 280,173 10.9% 0 179,434 15,522 0 85,217 0 0 0 0 0

普通建設事業費

（他団体等への補助金等

(1) 災害復旧事業費 58,846 2.3% 58,846

(2) 失業対策事業費 0 0.0% 0

(3) 公債費（利子分のみ） 124,612 4.9% 124,561

(4) 債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5) 不納欠損額等 0 0.0% 0

2,563,200 83,421 425,191 519,732 352,151 2,155 380,792 19,966 18,352 142,845 435,137 58846 124,561 0 0

3.3% 16.6% 20.3% 13.7% 0.1% 14.9% 0.8% 0.7% 5.6% 17.0% 2.3% 4.9% 0.0% 0.0%

130,862 - 81 23,812 26,149 3,331 0 8,419 4,573 6,506 6,815 13,103 0 38,073 -

5.1% - 0.1% 5.6% 5.0% 0.9% 0.0% 2.2% 22.9% 35.5% 4.8% 3.0% - 30.6% - -

251,075 - - 15,337 128,955 3,469 0 29,214 0 4,613 0 564 37,172 1,469 30,282 -

9.8% - - 3.6% 24.8% 1.0% 0.0% 7.7% 0.0% 25.1% 0.0% 0.1% - 1.2% - -

2,290,833 -

89.4% -

2,672,770 -

9,533,450 -

9,878,808 -

玉　川　村　行　政　コ　ス　ト　計　算　書
（自平成１７年４月１日　　至平成１８年３月３１日）

[行政コスト] （単位：千円、％）

人にかかるコスト

小　　　計
734,237 28.6% 79,407 282,708 110,221 55,297 0 33,342 2,045 47,318 15,829 108,070 0

物にかかるコスト
97,161 12,831 38,316 1,244 164,675 7,675

小　　計
589,798 23.0% 3,340 -31,936 -1,094 297,586 0 0 0

(4)
111,897 4.4% 0 17,500 34,878 8,271 0 37,387 0 1,460 0 12,401

移転支出的なコスト

小　　計
1,055,707 41.2% 674 45,322 396,680 258,538 911 182,775 10,246 2,970

0 0
その他のコスト

小　　計
183,458 7.2% 0 0 0 0

0128,110 29,481 0

行　政　コ　ス　ト　a

（　構　成　比　率　）

0 00 0 58,846 124,5610 0

[収入項目]
１　使 用 料・手 数 料 等　b

b/a

２　国 庫 （ 県 ） 支 出 金　c

c/a

３　一　般　財　源　d

　　※「使用料・手数料等」・・・分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入d/a

235,788 -

５　期 首 一 般 財 源 等

　　※「一般財源」・・・地方税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

　　　　　　　　　　　　　特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、

　　　　　　　　　　　　　交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市助成交付金

　収　入 　( b + c + d )　ｅ

４　正 味 資 産 国 庫（県）

　　支 出 金 償 却 額 等　f

-
                              配当割交付金、株式等譲渡割交付金

６　期 末 一 般 財 源 等

差　引 　（a-e-f）

一 般 財 源 等 増 減 額
-345,358
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